
 

 

 

（定義） 

第二条  

３ この法律において「個人情報」とは、個人情報保護法第二条第一項に規定する個

人情報をいう。 

５ この法律において「個人番号」とは、第七条第一項又は第二項の規定により、住

民票コード（住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第七条第十三号に規

定する住民票コードをいう。以下同じ。）を変換して得られる番号であって、当該

住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するために指定されるものをい

う。 

９ この法律において「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応し、当該個

人番号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以

外のものを含む。第七条第一項及び第二項、第八条並びに第四十八条並びに附則

第三条第一項から第三項まで及び第五項を除き、以下同じ。）をその内容に含む個

人情報をいう。 

11 この法律において「個人番号利用事務」とは、行政機関、地方公共団体、独立行

政法人等その他の行政事務を処理する者が第九条第一項から第三項までの規定に

よりその保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及

び管理するために必要な限度で個人番号を利用して処理する事務をいう。 

12 この法律において「個人番号関係事務」とは、第九条第四項の規定により個人番

号利用事務に関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務を

いう。 

 

（再委託） 

第十条 個人番号利用事務又は個人番号関係事務（以下「個人番号利用事務等」とい

う。）の全部又は一部の委託を受けた者は、当該個人番号利用事務等の委託をした

者の許諾を得た場合に限り、その全部又は一部の再委託をすることができる。 

２ 前項の規定により個人番号利用事務等の全部又は一部の再委託を受けた者は、

個人番号利用事務等の全部又は一部の委託を受けた者とみなして、第二条第十三

項及び第十四項、前条第一項から第四項まで並びに前項の規定を適用する。 

 

（委託先の監督） 

第十一条 個人番号利用事務等の全部又は一部の委託をする者は、当該委託に係る

個人番号利用事務等において取り扱う特定個人情報の安全管理が図られるよう、

当該委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 
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